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19．能力昇給の算定式に区分２を用いる理由を明らかにすること。 

会社の考え方   解明内容のポイント 

・絶対評価する中で、ボリュームゾーンが区分 2になると見ている。制度を運用する場合、一定の

設定をしないといけないため区分 2を用いることとした。 

20．休職中の社員の昇給区分の評価方法について明らかにすること。 

会社の考え方   解明内容のポイント 

・休職が年度の途中からの場合は途中から、1年だと区分 2を乗じる。 

・適用区分は働いている期間の適用区分。 

・ジョブ型運用社員の場合は、1年間休職すると成果がないために評価区分１(0円)になる。 

21．主務職およびＴ等級以上の社員において、マネジメント手当よりも子ども手当の支給額

が多い場合の取り扱いを明らかにすること。 

会社の考え方   解明内容のポイント 

・主務職以上は、前の制度改正から併給しないことを踏襲した。マネジメント手当や住宅等手当も

支給する他、能力昇給額も引き上げられて支給され続ける。長い期間で見ればプラスになる。5

年間の経過措置で対応できる。 

22．業務手当（基本）および業務手当（指定）の区分と支給額の根拠を明らかにすること。 

会社の考え方   解明内容のポイント 

・見習いでも支給される。 

・（基本）はその業務に就いていること、（指定）は職場として選任され届け出ることによって支給

される。 

23．医療社員における能力昇給額の根拠を明らかにすること。また、業務手当（基本）およ

び業務手当（指定）の区分と支給額の根拠を明らかにすること。 

会社の考え方   解明内容のポイント 

・医療社員の能力昇給額が、現行に比べて低いのは、賃金カーブの傾きが違う。生命と健康に関す

る専門職としての医療オペレーションであって、高い能力を持っていることから初任給も高く

し、職務能力給も高いため。 

・業務手当（基本）の「①医療基礎」は全員対象。「②勤務の特性」は深夜帯業務の回数ではなく、

従事する可能性のある人に支給する。 

・認定看護師は、資格による専任業務にあたらないため支給対象にならない。 


